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① 中心市街地の約700mのアーケードを含む7か所の商店街、 市役所新
 本庁舎、湯田温泉パーク・交流センター(仮称)において、オンサイトPPAに
よる太陽光発電(1,000kW程度)・蓄電池を導入するとともに、清掃工
場や最終処分場跡地へオフサイトPPAによる大規模太陽光発電

 (3,500kW程度)を導入し、
 2024年度に設立した地域
 新電力会社を介して再エネ電力
 を供給
② 商店街店舗の消費電力量や

CO2排出量を見える化する
 EMSを導入
③ ナッジを活用し、利用者属性に

応じた情報発信を行い、省エネ
行動に対して商店街で利用可
能なエコポイントを付与

山口市：「ゼロカーボン中心市街地」～商店街・住民・企業・市の共創による市街地脱炭素化の実現～

１．民生部門電力の脱炭素化に関する主な取組

① 2027年度までに公用車をEV化(75台)し、閉庁時を中心にEVカー
 シェアとして活用
② 温泉・宿泊・飲食の機能を有する湯田温泉と中心市街地を結ぶ乗合バス

 をEV化
③ 2024年度に整備予定の湯田温泉パーク・交流センター(仮称)では、温

泉熱を生かした熱交換による温水利用等を実施

２．民生部門電力以外の脱炭素化に関する主な取組

４．主な取組のスケジュール

３．取組により期待される主な効果

「職住近接」の中心市街地における商店街周辺エリアを対象に、ソーラーアーケードを含む太陽光発電の導入や廃棄物発電の活用により脱炭素化を実現。商店
街全体の消費電力量・CO2排出量の見える化、市民ファンドと連携したエコポイント制度やナッジ等の活用により市民や観光客の行動変容を促す。また、公用車
をEV化し、閉庁時にはEVカーシェアとして活用するとともに、隣接する湯田温泉等の観光地と中心市街地を結ぶ乗合バスをEV化。

取組の全体像

脱炭素先行地域の対象：山口市中心市街地エリア
主 な エ ネ ル ギ ー 需 要 家：商店街7か所281店舗、住宅2,289世帯、郵便局・金融機関3施設、公共施設4施設
共 同 提 案 者：西日本電信電話株式会社、NTTアノードエナジー株式会社、株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所

NTTビジネスソリューションズ株式会社、株式会社山口銀行、株式会社YMFG ZONEプラニング

① 商店街店舗等への太陽光発電・蓄電池・省エネ設備・EMS導入によるレ
 ジリエンスの強化を図りながら、再エネの地産地消を通じて商店街全体の
 ブランド力を向上させるとともに、エコポイントの導入やナッジ等を活用して地
 域内経済の好循環を生み出すことで、中心市街地を活性化

② 中心市街地における魅力的なまちづくりとEVカーシェアの導入によって、主
 に若者世代や子育て世代が車を持たずとも暮らしやすいまちなか居住と
 ウォーカブルなまちづくりを促進

商店街等へ省エネ設備・EMS導入

ナッジ・エコポイント等による行動変容の促進

公用車等のEV化(カーシェア)公共交通機関のEV化

湯田温泉パーク・交流センター(仮称)の温泉熱利用等

最終処分場跡地等へ
太陽光発電導入

公共施設へ太陽光発電
・蓄電池導入

商店街アーケード・周辺建物等へ
太陽光発電・蓄電池導入

商店街のサイネージにて現在電力消費
量や省エネ効果について発信。“グリーン”
な商店街ブランドイメージを構築する

再エネ一括受電エネルギーデータをモニタリング・収集

再エネ等の電力供給


	スライド 0

